
　

 法定受託   □ 

８

その他
今後の方向性 □

月

 縮小　□ 改善 する

　

。
（改善措置等）□ 

５

休止　□ 終了
計画対

日

象 □ 実施計画査定対

概

象  □ 行政改革対

施

象 
□ 廃止　　　　

策

 

※決算額については

名

、端数処理により、他

地

資料の決算額と差異が

域

生じている場合もあり

福

ます。

祉 基本目標 健康で福祉

No.

が

事務事業名 活動内容 コ

充

スト（事業費：千円）

実

災害救助事業 令和　２

し

年度 令和　３年度 令和

た

　３年度 令和　４年度

ま

令和　２年度 令和　３

ち

年度 令和　３年度 令和

要

　４年度
活動指標名 単

施

位
実績 計画 実績 計画 決

策

算 当初予算 決算 当初予

の

算
全体事業概要

①
該当

目

する災害に被災した ％

的

100 100 100
災

人

害により被害を受けた

が

市民に対し、災害援護

つ

資金や 市民に対する見

な

舞金の支
災害弔慰金な

が

どの支援、災害見舞金

り

の支給等を行う。 給率

、

0 30 503 40

②

令

地

和　５年度の優先度

③

域

2 　□ Ａ　　　 □

の

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

ネ

　　 □ Ｄ　

申請が

ッ

あった者に対して、過

ト

不足なく見舞金等の支

ワ

援を実施した。
■ 計

ー

画どおり   
令和　

ク

３年度
□ 遅延   

が

      
の評価

□

構

 進展なし     

築

■ 維持　□ 拡大 大

さ

規模災害の際の災害見

れ

舞金の支給を正確に行

、

うため、これからも福

地

祉総務課と庁内危機管

域

理体制の連携を密に
事

で

業区分 □ 自治事務 

福

  □ 法定受託  

祉

 □ その他
今後の方

が

向性 □ 縮小　□ 改

推

善 して、災害状況調査

進

を正確にするように各

さ

課の協力を得ていく。

れ

（改善措置等）□ 休

る

止　□ 終了
計画対象

ま

■ 実施計画査定対象

ち

  □ 行政改革対象

づ

 
□ 廃止　　　　 

くりを進めること。

施策の方向 地域福祉を支えるまちづくりの推進

災害救助事業については、申請のあった者に対し過不足なく、見舞金等の交付ができた。また、成年後見制度の利用についてはおおむね円滑な市長申立てを行った。
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